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7.6 研究開発による社会的効果の事例集の公表 

土木研究所は、毎年 150～200 件程度の土木技術に関する研究開発を行っている。そして、

その成果として、道路・河川・ﾀﾞﾑ・砂防・下水道などの社会ｲﾝﾌﾗの整備や管理に関する各種

の技術基準などが作成され、また、各ｲﾝﾌﾗ施設の設計や工事などをする際に役に立つ新技術

が開発され、それらが実際に現場などで活用されることによって、いろいろな形で国民の生

活や社会活動などに大きな効果を発揮している。 

そこで、技術基準の作成や新技術の開発などにより社会的な効果を発揮している、あるい

は、期待される代表的な事例 5 件についてとりまとめ、9 月 18 日に記者発表するとともにﾎ

ｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載した。 

各事例は、土木技術を知らない一般市民でも理解できるよう専門用語は一切使わず平易な

言葉で記述するとともに、長期にわたり期待される効果や既に発揮した効果をｺｽﾄ縮減金額

や CO2削減量等の具体的な数値を使ってｱﾋﾟｰﾙしている。 

今後とも、研究開発の社会的効果についてとりまとめを行い、順次公表する予定である。 

 

事例-1 ｲﾝﾊﾞｲﾛﾜﾝ工法 ～鉄橋の塗装を簡単にはがす技術～ 

 

図-1.3.5 ｲﾝﾊﾞｲﾛﾜﾝ工法 
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事例-2 ALiCC（ｱﾘｯｸ）工法 ～軟らかく弱い地盤上に安く盛り土を行う技術～ 

 

図-1.3.6 ALiCC（ｱﾘｯｸ）工法 

 

事例-3 土研式水位観測ﾌﾞｲ（投下型） 

   ～土砂崩れでできる｢せき止め湖(天然ﾀﾞﾑ)｣の危険性を監視する技術～ 

 

図-1.3.7 土研式水位観測ﾌﾞｲ（投下型） 
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事例-4 みずみち棒を用いた下水汚泥の重力濃縮技術 

～下水の汚泥を効率的に処理する技術～ 

 
図-1.3.8 みずみち棒を用いた下水汚泥の重力濃縮技術 

 

事例-5 道路ﾄﾝﾈﾙの換気に関する技術基準 

～より経済的で環境に優しい換気方法への見直し～ 

 

図-1.3.9 道路ﾄﾝﾈﾙの換気に関する技術基準 
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■ 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

25 年度においては、研究成果の周知・普及のため、研究成果をﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで公表したほか、

各地でｼｮｰｹｰｽや報告会等を行った。 

ﾒﾃﾞｨｱへの情報発信についても記者発表や災害調査状況報告を積極的に行い、ﾆｭｰｽ番組等に

多く取り上げられた。 

講演会については平成 25 年 11 月に東京と札幌で開催したほか、平成 26 年 3 月東日本大震

災の報告会を開催した。その他、一般市民を対象とした一般公開や施設見学も行い土木研究

所の取り組みへの理解増進に努めた。 

また、研究開発成果の普及については、重点普及技術を選定し、土研新技術ｼｮｰｹｰｽの開催

に加えて、土研新技術ｾﾐﾅｰおよび現場見学会等の開催、さらには地方整備局職員や大学関係

者との意見交換会等を積極的に進めるとともに、社会的効果の事例集を公表し、具体的な効

果について情報発信に努めた。 

26 年度以降も、引き続き多くの場で研究成果や活動の情報発信を行うとともに、多くの情

報発信手段を活用し、より効果的な普及を図ることにより、中期目標の達成は可能であると

考える。 
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③ 知的財産の活用促進 

（中期目標） 

成果に関する知的財産権は、保有する目的を明確にして、必要な権利の確実な取得や登

録・保有コストの削減等により適切な維持管理を図るとともに、普及活動に取り組み活用

促進を図ること。 

（中期計画） 

業務を通じて創造された知的財産については、知的財産ポリシーに基づき、知的財産権

を保有する目的を明確にした上で、当該目的を踏まえつつ、土木研究所として必要な権利

を確実に取得するとともに、不要な権利を処分することにより登録・保有コストの削減等

を図り、保有する知的財産権を適切に維持管理する。また、知的財産権の活用状況等を把

握し活用促進方策を積極的に実施することにより、知的財産権の実施件数や実施料等の収

入の増加を図る。 

（年度計画） 

業務を通じて新たに創造された知的財産については、知的財産委員会での審議を経て、

研究所として必要な権利を確実に取得できるよう措置する。保有する知的財産権について

は、権利維持方針に基づき、不要な権利の放棄を含めて適切に維持管理する。 

また、昨年度整備した知的財産管理システムを有効に活用して業務の効率化を図るとと

もに、知的財産に関する職員向けの手引きの作成を進める。 

さらに、知的財産権活用促進事業の活用や新技術ショーケースでの技術情報の提供等を

はじめ、各権利の効果的な活用促進方策を立案して積極的に実施することにより、知的財

産権の実施件数や実施料等の収入の増加に努める。 

 

■ 年度計画における目標設定の考え方 

土木研究所として必要な権利を確実に取得するため、知的財産委員会で十分審議を行い、

必要な手続き等を進めて行くこととした。 

また、権利の適切な維持管理を図るため、知的財産管理ｼｽﾃﾑを有効に活用し、権利維持方

針に基づいて権利維持あるいは権利放棄のための必要な手続き等を行うとともに、「研究開発

等における知的財産権の手引き」の策定や周知を進めることとした。 

 さらに、権利の活用促進を図るため、知的財産権活用促進事業を積極的に活用するととも

に、新技術ｼｮｰｹｰｽや新技術ｾﾐﾅｰ、現場見学会等の普及活動を含めた活用促進方策を立案し、

研究ﾁｰﾑ等と協力して積極的に実施することとした。 

 

 

■ 25 年度における取組み 

1.  知的財産権の取得 

各研究ﾁｰﾑ等の研究成果のうち知的財産として権利化する必要性や実施の見込みが高いも
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の等について、所内の知的財産委員会において十分審議するとともに、その結果を踏まえ、

積極的に権利の取得に努めた。 

25 年度は表-1.3.20 に示すように 9件の特許権の出願を行うとともに、表-1.3.21 に示す

ように新たに 12件の特許権を登録することができた。また、新たに創作したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑについ

て、表-1.3.22 に示すように 4件の著作権登録を行った。 

 

 

表-1.3.21 産業財産権の登録状況 

登録番号 登録日 発明の名称 

特許第 5299778 号 H25.6.28 堤防の漏水抑止方法 

特許第 5299779 号 H25.6.28 堤防の漏水抑止装置及び方法 

特許第 5299780 号 H25.6.28 堤防の漏水抑止装置及び方法 

特許第 5305439 号 H25.7.5 
水中堆積物流送用の吸引ﾊﾟｲﾌﾟ、水中堆積物の流送装置、及び

それを用いた水中堆積物の流送方法 

特許第 5358860 号 H25.9.13 
藻食性動物の餌料供給を兼用した海藻の生育方法および生育

用基材 

特許第 5364907 号 H25.9.20 変位計測ｼｽﾃﾑおよび変位計測方法 

特許第 5371100 号 H25.9.27 ｾﾝｻ 

特許第 5392555 号 H25.10.25 ｱﾝｶｰ構造、支圧拘束具、ｱﾝｶｰ構造の施工方法 

特許第 5392739 号 H25.10.25 加圧流動燃焼設備及び加圧流動焼却設備の立ち上げ運転方法 

特許第 5458270 号 H26.1.24 水中構造物点検ｼｽﾃﾑ及び画像処理装置 

特許第 5463584 号 H26.1.31 変位計測方法、変位計測装置及び変位計測ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

特許第 5482792 号 H26.2.28 有機性廃棄物処理ｼｽﾃﾑ及び方法 

計 12 件  

 

 

 

 

 

 

出願番号 出願日 発明の名称 

特願 2013-108183 H25.5.22 路面切削機、路面切削方法及び切削溝 

特願 2013-165163 H25.8.8 
舗装路面の凍結抑制用撥水材組成物、凍結抑制舗装体及び舗
装路面の凍結抑制方法 

特願 2013-171133 H25.8.21 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物、ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装方法、及び、ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装体 

特願 2013-187043 H25.9.10 液体検知方法および液体検知装置 

特願 2013-202279 H25.9.27 藻類増殖抑制方法 

特願 2014-016693 H26.1.31 常温施工型軽量舗装材組成物 

特願 2014-047851 H26.3.11 ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｱｰﾑ装置および点検診断装置 

特願 2014-050970 H26.3.14 藻類増殖抑制装置及び方法 

特願 2014-053615 H26.3.17 潤滑油の供給設備及び供給方法 

計 9 件  

表-1.3.20 産業財産権の出願状況 
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表-1.3.22 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの登録状況 

登録番号 登録日 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称 

P 第 10352-1 H26.3.28 
人工知能技術を活用した洪水予測のためのﾚｰﾀﾞ雨量入力制御
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

P 第 10354-1 H26.3.31 降雨流出氾濫（RRI）ﾓﾃﾞﾙ（ver1.3.3） 

P 第 10355-1 H26.3.31 総合洪水解析ｼｽﾃﾑ（IFAS）ver2.0 

P 第 10356-1 H26.3.31 総合洪水解析ｼｽﾃﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ版（IFAS-M）ver2.0 

計 4 件  

 

コラム 25 年度に登録された知的財産権「堤防の漏水抑止方法」他 2件 

「堤防の漏水抑止方法」他 2件は、平成 25 年 6月 

28 日に特許権として登録されました。 

 この 3つの特許から構成される「土研式釜段」は、 

水防工法の一つである釜段工について新素材を活用し 

て改良したものです。従来の釜段工は、堤防の漏水・ 

噴砂による損傷を抑制し決壊を防止するため、多く 

の土のうを積まなければなりませんでしたが、新たに 

開発した円形ﾌﾟﾚｰﾄやｼｰﾄ材などを用いる工法により、 

2 名だけで 20 分程度で設置できるようになり、大幅 

な省力化と迅速な災害対応を可能としました。 

共有権利者と協力して商品化を終えており、「くら 

しと技術の建設ﾌｪｱ in 四国 2012」や「土研新技術ｼｮｰ 

ｹｰｽ 2013 in 名古屋」において、実演を兼ねた紹介を 

行いました。 

今後、水防の現場で大いに役立つものと考えられま 

す。 

 

 

 

2.  知的財産権の維持管理 

2.1  権利維持方針に基づく維持管理 

 22 年度にとりまとめた権利維持方針に基づき、審査請求や年金納付等の支出を伴う手続き

のある権利について、維持する必要性や活用される見通し等を手続きの期限までに改めて吟

味し、関係者間の調整を踏まえて必要な手続きを行った。 

 25 年度は 7件の特許権を放棄することにより、維持管理の経費を 17万円（推定値）削減

することができた。 

以上の結果、表-1.3.23 に示すように 25年度末時点で 305 件の産業財産権を保有すること

となった。 

 

 

写真-1 土研式釜段 
特許第 5299778、5299779、5299780 号 

 共有権利者:芦森工業㈱ 
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表-1.3.23 産業財産権の出願・登録・消滅・保有件数の推移 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 

出
願
件
数 

特許権 16 7 3 14 9 

実用新案権 0 0 0 0 0 

意匠権 15 3 0 3 0 

商標権 0 0 0 0 0 

計 31 10 3 17 9 

登
録
件
数 

特許権 19 24 16 16 12 

実用新案権 0 0 0 0 0 

意匠権 0 5 1 13 0 

商標権 1 0 0 0 0 

計 20 29 17 29 12 

消 

滅 

件 

数 

特許権 42 25 20 30 23 

  （うち放棄） 21 11 12 18 7 

実用新案権 0 0 0 1 0 

 （うち放棄） 0 0 0 1 0 

意匠権 0 0 2 0 0 

  （うち放棄） 0 0 2 0 0 

商標権 0 0 0 3 1 

 （うち放棄） 0 0 0 0 0 

計 42 25 22 34 24 

  （うち放棄） 21 11 14 19 7 

保
有
件
数 

特許権 338 320 303 287 273 

実用新案権 3 3 3 2 2 

意匠権 18 21 19 22 22 

商標権 12 12 12 9 8 

計 371 356 337 320 305 

 

2.2  知的財産管理ｼｽﾃﾑの整備 

 24 年度に新たに導入したｼｽﾃﾑについて、実際に業務に活用できるよう、さらなるｶｽﾀﾏｲｽﾞ

やﾃﾞｰﾀ入力作業等を進めた。導入時点では、特許、実用新案、意匠、商標の 4種類の権利の

みに対応する設定となっていたものを、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ著作権やﾉｳﾊｳ等の権利も同様に管理できるよ

う改良するとともに、普及戦略ﾋｱﾘﾝｸﾞ、知的財産権活用促進事業、実施契約等に関する情報

も各権利等の案件に関連づけて管理できるようにした。また、目的に応じて案件を検索でき

るよう改良するとともに、維持管理手続きに必要な帳票が出力できるよう改良し、それらの

機能に合わせてﾃﾞｰﾀ項目を再整理してﾃﾞｰﾀ入力を行った。今後は、日常業務において本ｼｽﾃﾑ

を有効に活用していくこととしている。 
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3.  知的財産権の活用 

3.1  活用促進方策の立案・実施 

 保有する知的財産権の活用促進を図るため、新技術ｼｮｰｹｰｽや新技術ｾﾐﾅｰ、現場見学会等の

普及活動を含めた活用促進方策を継続して立案し、関係する研究ﾁｰﾑや共有権利者等と協力し

ながら実施に努めた。 

 25 年度は１（３）②ｳ）に記述したとおり、新技術ｼｮｰｹｰｽを東京、札幌、仙台、名古屋及

び那覇で開催するとともに、「これからの舗装技術」をﾃｰﾏとする新技術ｾﾐﾅｰを東京で開催し

た他、「ALiCC 工法」の現場見学会（さいたま市）や「河川堤防の健全性評価」に関する講習

会（名古屋市）を開催する等、積極的に活用促進方策を実施した。 

 

3.2  知的財産権活用促進事業の実施 

本事業は 23 年度に創設したものであり、研究所が保有する知的財産権の実施により得られ

る収入を活用し、関係する研究ﾁｰﾑ等が主体となって、活用促進を図るべき技術等の実用化・

改良等のための研究開発や実証実験、技術情報の提供等のための種々の技術資料等の作成、

技術移転等のための各種の技術講習会等を実施するものである（図-1.3.11）。 

25 年度は研究ﾁｰﾑ等から要求のあった案件についてﾋｱﾘﾝｸﾞを行い、必要性等を検討した上

で、表-1.3.24 に示すように 8件の事業を決定し実施した。 

 

図-1.3.10 知的財産管理ｼｽﾃﾑの画面例 
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これにより、通常の研究予算を使うことなく活用促進のためのさらなる技術の改良や実証

試験等を実施することができた。特に「鋼床版Ｕﾘﾌﾞ滞水検知技術」については、本事業で製

作した装置を使って各種ｲﾍﾞﾝﾄでﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝを行うとともに、実橋での試行調査では実際に

鋼床版き裂を発見して緊急措置を実施する等、現場での道路管理業務にも多大な貢献ができ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.3.11 知的財産権活用促進事業の概要 

 

知的財産権

特許権 実用新案権

意匠権 商標権

プログラム ノウハウ

活用促進事業

★実用化・改良等のための研究・実験等

★パンフレット・パネル・模型等の作成

★講習会等

★その他

収入
①実施

③さらなる実施
②活用
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表-1.3.24 知的財産権活用促進事業の実施状況 

 

3.3 ﾊﾟﾃﾝﾄﾌﾟｰﾙ契約の活用 

 共同研究で開発した技術等のように、複数の者で共有する知的財産権については、実施者

の利便性を考慮し実施権を効率的に付与できるよう、知的財産権の一元管理を行うﾊﾟﾃﾝﾄﾌﾟｰ

ﾙ契約制度を活用している（図-1.3.12）。 

25 年度末時点では、流動化処理工法 22者、ﾊｲｸﾞﾚｰﾄﾞｿｲﾙ工法（気泡混合土工法 26者・発

泡ﾋﾞｰｽﾞ混合軽量土工法 22 者・袋詰脱水処理工法 27 者・短繊維混合補強土工法 23 者）、3H

工法 21 者、ｲﾝﾊﾞｲﾛﾜﾝ工法 182 者、有害物質の封じ込め処理方法 4者、ALiCC 工法 6者が一元

管理機関と実施契約を締結している。 

 

 

 

 

 

ﾁｰﾑ等名 技術名 
権利 

種別 
実施内容 

新材料 光ｾﾝｻｰｺｰﾃｨﾝｸﾞ 特許権 

・遠方からﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞできるｼｽﾃﾑを開発するため

の装置の購入（液晶ﾁｭｰﾅﾌﾞﾙﾌｨﾙﾀ、望遠ﾚﾝｽﾞ

＋高解像度ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ、 PC＋ｿﾌﾄｳｪｱ、光源） 

ﾘｻｲｸﾙ 
下水汚泥の重力濃縮

技術（みずみち棒） 
特許権 

・導入自治体や関係機関からなる技術検討会の

開催（札幌市） 

・自治体等を対象とした技術講習会と現地見学

会の開催（札幌市、恵庭市、熊本市） 

施工技術 ALiCC 工法 
特許権 

商標権 

・PR 資料の作成（工法紹介ﾋﾞﾃﾞｵ、ﾊﾟﾈﾙ、ﾊﾟﾝﾌ

ﾚｯﾄ） 

水質 

WEP ｼｽﾃﾑ（気液溶解装

置）・藻類増殖抑制手

法 

特許権 

・WEP ｼｽﾃﾑの効果検証と新規導入のための現地

調査（三瓶ﾀﾞﾑ、鹿野川ﾀﾞﾑ） 

・藻類増殖抑制手法の効果検証と改良のための

実験の実施と見学会の開催（霞ヶ浦） 

・技術資料の作成 

ﾄﾝﾈﾙ 

自然・交通条件を活用

した道路ﾄﾝﾈﾙの新換

気制御技術 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

著作権 

・供用中ﾄﾝﾈﾙでの実証実験の実施（新佐呂間ﾄ

ﾝﾈﾙ） 

・技術資料の作成 

水理 
ﾀﾞﾑの排砂技術 

（潜行吸引式排砂管） 
特許権 ・実証実験の実施（高滝ﾀﾞﾑ） 

火山・土石流 自動降灰・降雨量計 特許権 
・静止衛星(きく 8 号)に対応する装置の改良 

・実証実験の実施（桜島） 

CAESAR 
鋼床版 U ﾘﾌﾞ滞水検知

技術 
特許権 

・鋼床版Ｕﾘﾌﾞ滞水検知技術のﾃﾞﾓ用模型と検知

装置の製作 

図－1.○.○ 知的財産活用促進事業実施のイメージ 
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図-1.3.12 ﾊﾟﾃﾝﾄﾌﾟｰﾙによる一元管理の概要 

 

3.4 研究ｺﾝｿｰｼｱﾑの活用 

共同研究等の終了後、研究成果を現場等に適用できるﾚﾍﾞﾙにまで熟度を高めるとともに、広

く活用されるよう普及促進を図ることを目的として、研究ｺﾝｿｰｼｱﾑを設立し、開発技術がある

程度自立できるまでの期間、積極的にﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを行っている。 

25 年度末時点で表-1.3.25 に示すとおり 8技術についてｺﾝｿｰｼｱﾑ研究会が設立され、技術の

改良や普及促進のための活動が活発に行われている。 

○○○工法

特許権の
一元管理機関

実施者

パテントプール契約
(特許権の一元管理契約）

実施契約
(２者間）

○○○工法

実施者

実施契約Ⅰ(5者間）特許権Ⅰ 土研 A社 B社 C社

特許権Ⅱ C社 D社

特許権Ⅲ 土研 D社 E社

特許権Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ

土研

A社

B社

C社

D社

E社

B社

A社

特許権毎にすべての権利者と実施契約

各者があらか
じめ許諾条件
を合意し、
一元管理機関
に管理委託

実施権付与の効率化

B社

一元管理機関と実施契約

実施契約Ⅱ(5者間）

実施契約Ⅲ(5者間）

○パテントプール契約を活用しないと・・・

○パテントプール契約の活用により

○○○工法

特許権の
一元管理機関

実施者

パテントプール契約
(特許権の一元管理契約）

実施契約
(２者間）

○○○工法

実施者

実施契約Ⅰ(5者間）特許権Ⅰ 土研 A社 B社 C社

特許権Ⅱ C社 D社

特許権Ⅲ 土研 D社 E社

特許権Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ

土研

A社

B社

C社

D社

E社

B社

A社

特許権毎にすべての権利者と実施契約

各者があらか
じめ許諾条件
を合意し、
一元管理機関
に管理委託

実施権付与の効率化

B社

一元管理機関と実施契約

実施契約Ⅱ(5者間）

実施契約Ⅲ(5者間）

○パテントプール契約を活用しないと・・・

○パテントプール契約の活用により

 

 

図-1.3.13 研究ｺﾝｿｰｼｱﾑによるﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟのｲﾒｰｼﾞ 

共同研究の実施
（土研・民間）

終了

研究コンソーシアム設立
（土研・民間）

発注者

施工業者

コンサルタント普及広報

技術支援
（分担して実施）

技術の改良・改善

技術情報収集整理
実績・要改善点

共同研究はここまで

研究コンソーシアムによるフォローアップ

技術の使用者

共同研究の実施
（土研・民間）

終了

研究コンソーシアム設立
（土研・民間）

発注者

施工業者

コンサルタント普及広報

技術支援
（分担して実施）

技術の改良・改善

技術情報収集整理
実績・要改善点

共同研究はここまで

研究コンソーシアムによるフォローアップ

技術の使用者

-179-



１（３）③知的財産の活用促進 

 

表-1.3.25 研究ｺﾝｿｰｼｱﾑの設置状況 

名    称 研究ﾁｰﾑ 参加企業数 開始年月 

ﾊｲｸﾞﾚｰﾄﾞｿｲﾙ研究ｺﾝｿｰｼｱﾑ 土質・振動 
土研ｾﾝﾀｰと 
民間 36 社 

平成 14 年 11 月 

ALiCC 工法研究会 施工技術 民間 8社 平成 20 年 4月 

特殊な地すべり環境下で使用する 
観測装置の開発研究会 

地すべり 民間 4社 平成 21 年 6月 

RE･MO･TE 研究会 地すべり 民間 3社 平成 22 年 3月 

既設ｱﾝｶｰ緊張力ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ研究会 地すべり 民間 8社 平成 22 年 3月 

ｺﾗﾑﾘﾝｸ工法研究会 施工技術 民間 13 社 平成 24 年 9月 

NAV 工法研究会 ﾄﾝﾈﾙ 民間 4社 平成 25 年 2月 

土壌侵食防止工法研究会 火山・土石流 大学と民間 1社 平成 25 年 12 月 

 

3.5 著作権の運用 

土木研究所が保有する著作権を運用した著作物として、「建設発生土利用技術ﾏﾆｭｱﾙ（第 4

版）」、「地すべり線の形状推定法」及び「地すべり防止のための水抜きﾎﾞｰﾘﾝｸﾞの実際」を出

版し、関連分野の雑誌に広報記事を掲載するとともに新技術ｼｮｰｹｰｽ等の各種ｲﾍﾞﾝﾄで紹介を行

った。この出版により、法人著作としての出版物は合計 23冊となった。 

 

3.6 知的財産権の実施状況 

 以上のような活用促進のための取り組みの結果、25 年度では表-1.3.26 に示すように、新

たに 11 件の特許権等で実施契約が締結され、表-1.3.27 及び図-1.3.15 に示すように産業財

産権とﾉｳﾊｳを合わせた実施契約率は近年大きく伸びており 29.8％となった。 

 また、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ著作物については、25 年度では表-1.3.28 に示すように、新たに 9件の実施

契約が締結された。 

 

      

図-1.3.14 出版した書籍 
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表-1.3.26 産業財産権の 25 年度の新規契約 

   

表-1.3.27 産業財産権とﾉｳﾊｳの実施契約率の推移 

 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 

保有件数 380 371 356 337 320 305 

契約件数 62 74 82 75 92 91 

実施契約率 16.3% 19.9% 23.0% 22.3% 28.8% 29.8% 

 

 

 

 

技 術 名 権利種別 契約日 

ﾃﾞﾘﾈｰﾀｰ 特許権 H25.4.8 

路面切削機 特許権 H25.7.3 

部分薄肉 PCL 工法 特許権 H25.7.4 

透光防波柵 特許権 H25.7.26 

3H 工法 特許権 H25.7.29 

ｺﾗﾑﾘﾝｸ工法 特許権 H25.8.1 

ﾗﾝﾄﾞｽﾄﾘｰﾏｰ探査技術 特許権 H25.10.7 

FRP 防食ﾊﾟﾈﾙ工法 意匠権 H25.11.13 

既設ｱﾝｶｰ緊張力ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ（Aki-Mos） 特許権 H26.3.10 

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の変位計 特許権 H26.3.27 

磁気式ひずみ計 特許権 H26.3.27 

  
図-1.3.15 実施契約率の推移 
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表-1.3.28 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ著作物の 25 年度の新規契約 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名 契約数（社） 

区画線塗り替え判定ｿﾌﾄｳｪｱ（ver.2） 5 

1 次元貯水池河床変動計算ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 4 

 

 これらの実施契約のうち、25 年度では 59 件の産業財産権と 2件のﾉｳﾊｳ、および 2件のﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑが実際に実施され、法人著作物による印税収入を含めて表-1.3.29 に示すとおり合計

42,599,971 円の実施料等収入を得ることができた。 

 

表-1.3.29 25 年度の権利種別毎の収入 

特許権 実用新案権 ﾉｳﾊｳ ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 法人著作 計 

30,764,064 64,789 11,358,900 132,805 279,413 42,599,971 
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コラム 「過給式流動燃焼ｼｽﾃﾑ」の活用が進む 

過給式流動燃焼ｼｽﾃﾑは、ﾘｻｲｸﾙﾁｰﾑと独立行政法人産業技術総合研究所、民間企業との共同

研究により開発され、平成 18 年 3 月 24 日から平成 25 年 10 月 25 日までに順次登録された

12 件の特許権からなる下水汚泥処理技術です。下水汚泥を大気圧より少し高い 150kPa 程度

の圧力下で効率的に燃焼させるとともに、発生する排ｶﾞｽを除塵後に過給器で高温高圧に高め

て焼却炉の燃焼ｴﾈﾙｷﾞｰとしてﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸするものであり、大幅な省ｴﾈﾙｷﾞ （ー電力消費量で 40%）

や温室効果ｶﾞｽの削減（N2O 発生量で 50%）が図れます。 

19 年度以降、土研新技術ｼｮｰｹｰｽで 7 回の講演を行うとともに、北海道長万部町に建設した

ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄでの現場見学会の開催、国土交通省主催の建設ﾌｪｱや環境総合展（北海道洞爺湖

ｻﾐｯﾄ記念行事）への出展、さらには地方共同法人下水道事業団や地方自治体を対象とした下

水道技術に関する説明会、土研新技術ｾﾐﾅｰでもﾃｰﾏに取り上げ、あらゆる普及活動を展開して

きました。 

その結果、22 年度末に、全国での採用第 1号として東京都の葛西水再生ｾﾝﾀｰに導入されま

した。その後も、東京都、神奈川県、大阪府など 6 ヶ所の下水処理場で相次いで採用される

など、活用促進に向けての積極的な取り組みが着実に実を結んできています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 技術概要           写真-2 ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄでの現場見学会 
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4.  知的財産に関する手引きの作成 

 知的財産ﾎﾟﾘｼｰの策定と職務発明規程の改定を受けて、研究者を中心とする職員向けの「研

究開発等における知的財産の手引き」の作成を進めている。 

 25 年度は、優先度が高い項目として「Ⅱ．研究開発実施中および終了後（知的財産の創造

および発掘）」と「Ⅲ．研究開発終了後（知的財産の保護）」を完成させ、知的財産委員会に

諮ってｵｰｿﾗｲｽﾞするとともに、電子ﾒｰﾙやｲﾝﾄﾗﾈｯﾄへの掲載により職員に周知した。 

 また、残る 2項目の「Ⅰ．研究開発着手前および実施中（知的財産の創造）」と「Ⅳ．出願

等終了後（知的財産の保護および活用）」についても作成を進めており、今後、知的財産委員

会を経て職員に周知していくこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.3.16 ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄに掲載した知的財産に関する手引き 

 

 

 

 

 

-184-



１（３）③知的財産の活用促進 

 

5.  知的財産に関する講演会等の開催 

 職員の知的財産に対する意識の向上と優れた知的財産の創造の促進を図ることを目的とし

て講演会・講習会を開催した。 

 つくばでは、数値計算ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等を対象とした著作権登録の意義をはじめ、書籍出版につな

がる言語の著作物を含めた著作権全体の運用のあり方等について研究者に理解を深めてもら

えるようﾃｰﾏ設定を行い、12 月 16 日に講演会を開催した。実施にあたっては、ﾃﾚﾋﾞ会議ｼｽﾃﾑ

を利用し、つくばの職員だけでなく、寒地土木研究所の職員も聴講できるようにした。講師

には、日本弁理士会前会長で久遠特許事務所共同代表の奥山尚一氏を招き、「著作権法の今」

と題して、産業財産権との違いや用語の定義、著作権法の解釈等の基礎的な解説から、ﾃﾞｼﾞ

ﾀﾙ化社会における課題等の今日的な話題まで幅広く講演が行われた。つくば・寒地合わせて

約 40 名が熱心に聴講するとともに、講演後には活発な質疑が行われ、さらに、後日にも電子

ﾒｰﾙで質問が寄せられる等、関心の高さがうかがえた。 

講演会に先立って寒地土木研究所では、9月 10 日に講習会を開催し、第一部において「特

許取得までの作業手順及び内容について」及び「特許出願にあたって考慮すべきこと」と題

し、特許取得までの手続の流れや出願に必要な工夫ﾎﾟｲﾝﾄ等について、知的財産担当者から説

明を行った。第二部では、IP ｱｼｽﾄ特許事務所の一入章夫氏を講師に迎え「研究開発と知財戦

略」と題して、企業を例に事業戦略、特許戦略、研究戦略を一体化して知財活動を推進して

いくことの重要性について、講演が行われた。当日は約 30名が参加し、講演後には活発な意

見交換が行われた。 

   
写真-1.3.24 講演会（12 月 16 日）の状況    写真-1.3.25 講習会（9月 10 日）の状況 
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■ 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

25 年度は、土木研究所として必要な権利を確実に取得するため、知的財産委員会で十分

審議を行い、必要な手続き等を進めることにより新たに 12件の知的財産権を取得すること

ができた。また、権利の適切な維持管理を図るため、権利維持方針に基づいて関係者間の

調整を行い、権利維持あるいは権利放棄のための必要な手続き等を進めることにより維持

管理の経費を 17万円（推定値）削減するとともに、“創造・保護・活用”の知的創造ｻｲｸﾙ

を活発に回転させて行くため、職員向けの知的財産に関する手引きの作成を進めた。さら

に、権利の活用促進を図るため、新技術ｼｮｰｹｰｽや新技術ｾﾐﾅｰ、現場見学会等の普及活動を

含めた活用促進方策を立案して積極的に実施するとともに、知的財産権活用促進事業を積

極的に活用し、研究ﾁｰﾑ等と協力して事業実施に取り組んだこと等により、新たに 20 件の

実施契約を締結し、知的財産権全体で約 4,260 万円の収入を得ることができた。 

26 年度以降もこのような取り組みを進めることにより、中期目標は達成できるものと考

える。 
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(４) 土木技術を活かした国際貢献 

① 土木技術による国際貢献 

（中期目標） 

我が国特有の自然条件や地理的条件等の下で培った土木技術を活用し、産学官各々の特

性を活かした有機的な連携を図りつつ、世界各地の状況に即して、成果の国際的な普及や

規格の国際標準化への支援等を行うことにより、アジアをはじめとした世界への貢献に努

めること。 

（中期計画） 

国土交通省、国際協力機構、外国機関等からの派遣要請に応じ、諸外国での水災害、土

砂災害、地震災害等からの復旧に資する的確な助言や各種調査・指導を行う。また、産学

官各々の特性を活かした有機的な連携を図りつつ、技術移転が必要な発展途上国や積雪寒

冷な地域等その国や地域の状況に応じて、我が国特有の自然条件や地理的条件等の下で培

った土木技術を活用した、アジアをはじめとした世界各国の社会資本の整備・管理への国

際貢献を実施する。その際、社会資本の整備・管理を担う諸外国の人材育成、国際貢献を

担う所内の人材育成にも積極的に取り組む。これまでの知見を活かし、土木技術の国際標

準化への取組も実施する。さらに、大規模土砂災害に対する対策技術、構造物の効率的な

補修・補強技術、都市排水対策技術など日本における「安全・安心」等の土木技術を、ア

ジアをはじめ世界各国へ国際展開するための研究活動を強化する。 

（年度計画） 

国土交通省、外国機関等からの派遣要請に応じて諸外国における水災害・土砂災害・地

震災害等からの復旧のための的確な助言や各種技術調査・指導を行うとともに、独立行政

法人国際協力機構(JICA)等からの要請に応じ、集団研修・地域別研修・国別研修等を通じ

て発展途上国の研究者・行政実務者等の技術指導・育成を行い、我が国特有の自然条件や

地理的条件等の下で培った土木技術を活用し、アジアをはじめとした世界各国の社会資本

の整備・管理への国際貢献を実施する。 

また、世界道路協会(PIARC)技術委員会、災害リスク統合研究(IRDR)科学委員会、常設国

際道路気象委員会等の国際委員会における常任・運営メンバーとして責務を果たすととも

に、職員を国際冬期道路会議、世界トンネル会議、国際大ダム会議、国際水理学会等の国

際会議に参加させ、研究成果の発表・討議を通じて研究開発成果を国際展開するための研

究活動を強化する。 

さらに、これまでの知見を活かし、国際標準化機構(ISO)の国内外での審議に参画するこ

と等により、土木技術の国際標準化への取組を実施する。 
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■ 年度計画における目標設定の考え方 

我が国特有の自然条件や地理的条件等の下で培った土木技術を活かした国際貢献実施のた

め、他機関からの要請に応じて諸外国の実務者等に対して助言や指導を行うとともに、各種

国際会議における討議や情報発信にも積極的に取り組むこととした。 

 

■ 25 年度における取組み 

1.海外への技術者派遣 

国内外の機関から、調査、講演、会議出席依頼等の要請を受けて延べ 90名の職員を海外へ

派遣した（表-1.4.1～表-1.4.2 参照）。このうち、JICA からの依頼により短期調査団員・短

期専門家として各国へ派遣したのは、表-1.4.3 に示すとおり延べ 16 名である。その内容や

派遣国等は多岐にわたっており、土木研究所はその保有する技術を様々な分野で普及するこ

とにより、国際貢献に寄与している。 

 

表-1.4.1 海外への派遣依頼  

        依頼元 
目的 

JICA 大学 
学会・ 
独法 

海外機関 合計 

講演・講師・発表 8 3 2 9 22 

会議・打合せ 0 3 25 16 44 

調査・技術指導 8 3 0 13 24 

機関別件数 16 9 27 38 90 

 

表-1.4.2 海外への主な派遣依頼 

依頼元 所属・氏名 派遣先 用 務 

北海道大学 
研究調整監付 
特命事項担当上席研究員 
笹島 隆彦 

ﾛｼｱ 
ﾛｼｱ極東地域における寒冷地
建設技術交流ﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑの形成
に関する調査 

（一社）日本大ﾀﾞ
ﾑ会議 

水工研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ（水工構造物） 
上席研究員 佐々木 隆 

ﾌﾗﾝｽ 
日仏ﾀﾞﾑ耐震基準比較等に関
するﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 

特定非営利活動法
人日本水ﾌｫｰﾗﾑ 

水災害研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
国際水防災研究監 廣木 謙三 

ﾀｲ ｱｼﾞｱ太平洋水ｻﾐｯﾄ 

韓国科学技術研究
院（KIST） 

材料資源研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 
鈴木 穣 

韓国 
韓国科学技術研究院ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ
「総体的藻類除去技術の開
発」での研究成果の紹介 

ｱｼﾞｱ開発銀行
（ADB） 

水災害研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
主任研究員 鍋坂 誠志 

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 
総合洪水解析ｼｽﾃﾑ（IFAS）の
活用方法についての講義およ
び技術指導 

東京大学生産技術
研究所 

理事長 魚本 健人 ﾍﾞﾄﾅﾑ 

第 12 回ｱｼﾞｱ地域の巨大都市
における安全性向上のための
新技術に関する国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ
での基調講演 

ﾊﾝｶﾞﾘｰ外務省 
水災害・ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ国際ｾﾝﾀｰ長 
竹内 邦良 

ﾊﾝｶﾞﾘｰ 
ﾌﾞﾀﾞﾍﾟｽﾄ･ｳｫｰﾀｰ･ｻﾐｯﾄでの基
調講演 

（公社）土木学会 
橋梁構造研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
上席研究員 星隈 順一 

ﾓﾝｺﾞﾙ 
日本-ﾓﾝｺﾞﾙ道路舗装・耐震技
術ｾﾐﾅｰでの講演 

（独）宇宙航空研
究開発機構 

水災害研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
上席研究員 岩見 洋一 

ﾀｲ 
ｾﾝﾁﾈﾙｱｼﾞｱ STEP3第1回共同ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ会合における WG の
座長および研究発表 
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京都大学 
水環境研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ（水質） 
上席研究員 岡本 誠一郎 

中国 
日中環境技術共同研究・教育
の促進に関するｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑでの
基調講演 

（公社）土木学会 
材料資源研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ（基礎材料） 
上席研究員 渡辺 博志 

韓国 日韓技術者交流ｾﾐﾅｰでの講演 

 

表-1.4.3 JICA からの派遣依頼  

派遣国 用 務 延べ人数 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 
地球環境規模課題対応国際科学技術協力事業「ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの泥炭・森林
における火災と炭素管理」による熱帯泥炭地調査と国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 

1 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 
地球環境規模課題対応国際科学技術協力事業「ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの泥炭・森林
における火災と炭素管理」による河川流量調査 

1 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ASEAN 災害管理衛星情報活用能力向上支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの講師 5 

ﾐｬﾝﾏｰ 
ﾐｬﾝﾏｰ国災害多発地域における道路技術改善ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ現地ｾﾐﾅｰの講
師 

2 

中国 
中華人民共和国道路橋梁の耐久性・補修技術向上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ運営指導
調査 

1 

ｴﾁｵﾋﾟｱ ｴﾁｵﾋﾟｱ国地すべり対策工能力強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ中間ﾚﾋﾞｭｰ調査 1 

ﾖﾙﾀﾞﾝ ﾖﾙﾀﾞﾝ･ﾀﾞﾑ堆砂対策在外技術研修講師（地すべり対策） 1 

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ国大規模地震被害緩和のための橋梁改善調査ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ橋梁被
災状況調査 

1 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾀｲ ｱｾｱﾝ工学系高等教育ﾈｯﾄﾜｰｸﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（ﾌｪｰｽﾞ 3）運営指導調査 1 

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ ﾌﾞﾗｼﾞﾙ統合自然災害ﾘｽｸ管理国家戦略強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ短期派遣専門家 2 
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コラム ｼﾞｬｶﾙﾀで開催されたｾﾐﾅｰで災害管理に関する JICA 講師を務めました 

平成 25年 9月 16 日～20 日の期間で、JICA

主催による ASEAN 諸国向け研修事業として、

平成 25 年度 ASEAN 災害管理衛星情報活用能

力向上支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの「災害管理における衛

星情報の迅速な入手と活用のための能力開

発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・第 1 部『洪水解析のための衛星

ﾃﾞｰﾀの活用：第 2週 iRIC ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｺｰｽ』」とい

う研修がｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・ｼﾞｬｶﾙﾀ市において開催さ

れました。この研修は JICA による第 3 国研

修の 1つで、ASEAN の 9カ国から派遣された

危機管理担当部署の研修生 18 名を対象に、

災害に備える上での実際的な技術を習得し

て頂くことを目的として開催されています。

米国地質調査所、北海道大学、京都大学、寒

地土木研究所寒地河川ﾁｰﾑから派遣された講

師らで河川の流れ、河床変動解析ｿﾌﾄｳｪｱ iRIC

に関する講義を行いました（写真-1）。 

研修内容としては、防災や危機管理に携わ

る技術者に、河川周辺の危機管理能力の向上

を目的に、衛星情報の活用方法、iRIC ｿﾌﾄｳｪ

ｱによる河川水理解析の演習を行いました。

寒地土木研究所では、無償の GIS ｿﾌﾄｳｪｱの活

用、陸地での２次元津波氾濫計算（図-1）、

１次元ﾓﾃﾞﾙによる河道内の洪水・津波遡上計

算（図-2）を担当しました。 

海外では高価な河川解析ｿﾌﾄが多く存在し、

実務にも一部で利用されていますが、入手が

困難であるためﾊｰﾄﾞﾙが高くなってしまって

いるのが現状です。今回の研修では無償公開

のｿﾌﾄｳｪｱ（iRIC や QGIS）及び無償公開の地

形ﾃﾞｰﾀ等を活用することを基本としている

ため、多くの受講生からすぐに実務に導入可

能であるとの声が聞かれました。今後、本演

習の成果が ASEAN 諸国に普及し、具体的な防災危機管理体制の構築や河川計画に反映してい

ただけることを期待しています。 

 

写真-1 ｾﾐﾅ会場の様子 

 

海岸線

浸水深10cm以上のライン

バンダアチェ市

アンダマン海

アチェ川

最大水深[m]

 

図-1 ｱﾁｪ市における 2次元ﾓﾃﾞﾙを用いた 

津波氾濫解析事例 

 

最大水位

現時刻水位

平均河床高

水位時系列

平面的流況

 
図-2 iRIC ｿﾌﾄｳｪｱでの１次元計算結果の可視化 
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コラム ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国ﾏﾙｸ州ｱﾝﾎﾞﾝ島における天然ﾀﾞﾑ決壊と土木研究所の技術支援 

平成 25年 7月 25 日にｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国ﾏﾙｸ州（ｱﾝﾎﾞ

ﾝ島：図-1）ﾜｲｴﾗ川の天然ﾀﾞﾑが決壊しました。

もともと、同天然ﾀﾞﾑは平成 24年の 7月に発生

しましたが、その下流には 5,000 人近い住民

が居住しております。天然ﾀﾞﾑが決壊した場合

には大量の土砂と水が一気に流れ下って甚大

な被害をもたらす危険性が懸念されました。そ

こで、土木研究所はｲﾝﾄﾞﾈｼｱ共和国公共事業省、

同国水資源研究所と、ｱﾝﾎﾞﾝ島に形成された天

然ﾀﾞﾑついてのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに関する共同研究協定

を結びました。そして、土木研究所が開発した

土研式投下型水位観測ﾌﾞｲを天然ﾀﾞﾑに設置し

ました。 

土研式投下型水位観測ﾌﾞｲによって天然ﾀﾞﾑ

の水位をﾘｱﾙﾀｲﾑでﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞすることが可能と

なり、観測ﾃﾞｰﾀはｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国にも伝送されてお

りました。この観測ﾃﾞｰﾀを元に、天然ﾀﾞﾑ下流

にある村の警戒避難体制を構築することがで

き、被害を最小限（避難者 5,233 名、行方不

明者3名）に抑えることができました（図-2）。 

天然ﾀﾞﾑ決壊後、土木研究所は国からの要請

を受け、平成 25 年 8 月 18 日から 24 日まで、

土砂災害の専門家を政府の現地調査団に参加

させました。そして、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府に対して被

害状況の現地調査結果を報告するとともに、

天然ﾀﾞﾑ決壊後の応急復旧対策方法等につい

て助言しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アアンンボボンン島島  

 

図-1 ｱﾝﾎﾞﾝ島の位置図 

 

図-2 土研式投下型水位観測ﾌﾞｲ（左・中央）

とﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果（右） 

 

写真-1 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府への技術的助言 
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コラム ﾌｨﾘﾋﾟﾝ国ﾎﾞﾎｰﾙ島地震による道路橋の被災調査 

2013年10月15日にﾌｨﾘﾋﾟﾝ国ﾎﾞﾎｰﾙ島を震

源とするﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 7.2 の地震が発生し、道

路橋に落橋を含む大きな被害が発生しまし

た。道路橋を管理するﾌｨﾘﾋﾟﾝ国公共事業道

路省（DPWH）より被災状況の調査、ならび

に復旧方法とその優先度評価等についての

技術支援の要請が（独）国際協力機構（JICA）

に寄せられ、これを受けた JICA からの要請

により、構造物ﾒﾝﾃﾅﾝｽ研究ｾﾝﾀｰの星隈上席

研究員が専門家として 11月 18日から 22日

までﾌｨﾘﾋﾟﾝ国に派遣されました。 

道路橋の被害は、ﾎﾞﾎｰﾙ島（徳島県の面積

に概ね相当）の西側の島を周回する道路に

おいて生じていました。現地では、DPWH か

ら調査要請のあった16橋の橋を調査しまし

た（写真-1，写真-2）。 

現地調査後、損傷が生じた橋の被災度の

評価について DPWH に報告を行いました（写

真-3）。また、ﾌｨﾘﾋﾟﾝにおける橋の地震被害

の特徴について見解を提示するとともに、

今後のﾌｨﾘﾋﾟﾝの道路橋の耐震対策において

留意すべき事項を提言しました。これらの

報告に対して、DPWH の Cabral 次官補からは、

「ﾌｨﾘﾋﾟﾝは日本と同様に地震や台風等の災

害が多く、被災経験を踏まえ、ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄな道

路構造となるように復旧していきたい」と

の表明がなされました。 

ﾌｨﾘﾋﾟﾝは、日本と同様に地震や台風によ

る災害を受けやすい地理的環境にあります。

日本の道路橋は過去幾多の震災経験を受け

ながら耐震設計技術が発展してきた歴史が

あり、ﾌｨﾘﾋﾟﾝとも共有すべき技術情報が多

いと考えられます。今回の調査活動等を通

じた国際的な技術支援が、今後のﾌｨﾘﾋﾟﾝに

おける災害に強い道路整備の一助になれば

と考えています。 

 

写真-1 落橋した橋の調査 

 

写真-2 地盤の変状に伴って生じた橋脚の傾斜 

 

写真-3 公共事業道路省幹部への調査報告と 

今後の耐震対策への助言 
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コラム ｲﾝﾄﾞﾈｼｱとの研究連携ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟにおいてﾄﾝﾈﾙに関するｾｯｼｮﾝを開催 

土木研究所、国土技術政策総合研究所およ

び、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国公共事業省道路研究所（IRE）

による二国間研究連携に関する第 10 回ﾜｰｸｼ

ｮｯﾌﾟが 2013年 10月 29日から30日に東京で

開かれ、その中でﾄﾝﾈﾙに関するｾｯｼｮﾝを開催

しました（写真-1）。 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱと日本は火山・地震活動が活発で

地形・地質条件の非常に厳しい国土を有して

います。このため、都市間ﾈｯﾄﾜｰｸの構築には、

ﾄﾝﾈﾙの建設技術が重要な役割を持っていま

す。しかし、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱではこれまでに本格的

な道路ﾄﾝﾈﾙの建設事例がないため、同様に厳

しい地質条件を持つ日本のﾄﾝﾈﾙ建設技術を

習得することが強く求められています。そこ

で、日本とｲﾝﾄﾞﾈｼｱの両国は 2010 年よりﾄﾝﾈ

ﾙ・地下構造物に関する研究連携を開始し、

定期的にﾄﾝﾈﾙ技術に関する意見交換を行っ

ています。また、土木研究所ではﾄﾝﾈﾙ建設に

関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの IRE との共同執筆や、IRE

研究員の土木研究所での受け入れ等を行い、

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにおける我が国の技術ﾌﾟﾚｾﾞﾝｽを向

上させる試みを進めています。 

今回のﾄﾝﾈﾙｾｯｼｮﾝでは、はじめにｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

側より、同国内の交通ｼｽﾃﾑの現状が紹介され、現在、山岳工法による 2 件の道路ﾄﾝﾈﾙ計画が

進行中であり、そのうち 1 件では小土被り条件下でのﾄﾝﾈﾙ建設が技術的課題であることが説

明されました。これを受けて日本側からは、小土被りﾄﾝﾈﾙの建設技術に関する議論として 4

件の発表を行いました（写真-2）。道路技術ｸﾞﾙｰﾌﾟﾄﾝﾈﾙﾁｰﾑからは「補助工法による切羽安定

対策の建設手順」と題して、切羽安定対策工としての補助工法に関する設計・施工上の考え

方について説明を行いました。さらに、土木研究所で受け入れを行った IRE 研究員より「山

岳ﾄﾝﾈﾙにおける地震の影響について」と題して、日本における山岳ﾄﾝﾈﾙの地震被害の事例お

よびﾒｶﾆｽﾞﾑについて解説が行われ、さらに地震時挙動計測および動的解析に関する研究が紹

介されました。 

今回のﾄﾝﾈﾙｾｯｼｮﾝを通じて、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側からはｲﾝﾄﾞﾈｼｱで計画中の小土被りﾄﾝﾈﾙの課題につい

て有益な議論を行うことができたという感想をいただきました。今後もｲﾝﾄﾞﾈｼｱでの講習会開

催や、都市ﾄﾝﾈﾙおよびﾄﾝﾈﾙ付属施設に関する研究連携を進める予定であり、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのﾄﾝﾈﾙ

技術の発展と土木研究所の関わりが大いに進展することが期待されます。 

 

写真-1 ﾄﾝﾈﾙｾｯｼｮﾝ参加者 

 

写真-2 ﾄﾝﾈﾙｾｯｼｮﾝにおける議論の様子 
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2.海外への技術協力 

JICA 等からの要請により、67 国・379 名の研修生を受け入れ、「洪水対策と生態系保全ｺｰｽ」

「建設機械整備および建設施工に関する理論的知識および実務技術の習得ｺｰｽ」「地域土木行

政ｺｰｽ」「橋梁総合ｺｰｽ」「社会基盤整備における事業管理ｺｰｽ」「道路行政」等の集団研修、「ｲ

ﾝﾄﾞﾈｼｱ共和国ﾄﾝﾈﾙ計画・設計・施工」「ﾌｨﾘﾋﾟﾝ大規模地震被害緩和のための橋梁改善」「ｸﾛｱﾁ

ｱ土砂・洪水災害軽減ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」「ｺﾝｺﾞ民主共和国ﾏﾀﾃﾞｨ橋維持管理能力向上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ橋梁点検

技術ｺｰｽ」「ﾀｲ橋梁維持管理」「ﾖﾙﾀﾞﾝ・ﾀﾞﾑ堆砂対策」「ﾀｲ防災（総合防災ｺｰｽ）」「ﾌｨﾘﾋﾟﾝ橋梁維

持管理技術および日常維持管理技術ｺｰｽ」「ｴｼﾞﾌﾟﾄ国橋梁維持管理能力向上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」「ｴﾁｵﾋﾟ

ｱ地すべり対策工」「ﾗｵｽ道路維持管理能力強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」「ｲﾝﾄﾞ高速道路運営維持管理」「ﾐｬﾝ

ﾏｰ国災害多発地域における道路技術改善ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」「ﾍﾞﾄﾅﾑ国建設工事に関わる非破壊検査技

術」「ﾍﾞﾄﾅﾑ国建設・建築工事品質確保」「ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ河川・都市排水防災管理」「ｸｳｪｰﾄ･ｱｽﾌｧﾙ

ﾄ舗装技術向上」「ﾌﾞﾗｼﾞﾙ統合自然災害ﾘｽｸ管理国家戦略強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」等の国別研修、「ｱｼﾞｱ

地域水災害被害の軽減に向けた対策ｺｰｽ」「ｱｼﾞｱ地域 ASEAN 災害管理衛星情報活用能力向上支

援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」等の地域別研修を実施した。 

 

 

  

 

3.国際的機関の常任・運営ﾒﾝﾊﾞｰとしての活動 

土木研究所職員の技術的見識の高さが認められた結果、国際機関の委員や国際会議の座長

等の重要な役割を任され、その責務を十分に果たした。25 年度の主な活動を表-1.4.5 に示す。 

 

 

 

 

 

年度 国数 研修生人数 

21 年度 66 273 

22 年度 71 322 

23 年度 66 343 

24 年度 67 410 

25 年度 67 379 

図-1.4.1 外国人研修生受入実績 

 

 

 

 

 

 

表-1.4.4 外国人研修生受入実績 
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表-1.4.5 主な国際的機関、国際会議に関する委員 

機関名 委員会名 役職 氏 名 活動状況 

世界道路会議 
（PIARC） 

TC2.4冬期ｻｰﾋﾞｽ技
術委員会 
:委員 

寒地道路研究
ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
上席研究員 

松澤 勝 

平成 25 年 6 月にﾁﾘ、10 月に
ﾄﾞｲﾂ、平成 26 年 2 月にｱﾝﾄﾞﾗ
で開催された委員会に出席し
第 14 回国際冬期道路会議の
運営および準備について審議
を行った。 

TC3.3 道路ﾄﾝﾈﾙ管
理委員会 
:委員 

道路技術研究
ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 

真下 英人 

平成 25 年 4 月にｲｷﾞﾘｽ、10 月
にﾍﾞﾄﾅﾑ、平成 26 年 2 月にｱﾝ
ﾄﾞﾗで開催された委員会に出
席し、活動報告や成果報告書
について議論を行うととも
に、現地のﾄﾝﾈﾙに関する情報
収集も行った。 

常設国際道路
気象委員会 
（SIRWEC） 

常設国際道路気象
委員会（SIRWEC） 
:理事 

寒地道路研究
ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
総括主任研究
員 

高橋 尚人 

平成 26 年 1 月にｱﾝﾄﾞﾗで開催
された委員会に出席し、平成
28 年に開催予定の SIRWEC 国
際道路気象会議の運営および
準備について審議を行った。 

国際科学会議 
（ICSU） 

災害ﾘｽｸ統合研究
（IRDR）科学委員
会:副議長 

水災害・ﾘｽｸﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄ国際ｾﾝﾀｰ
長 

竹内 邦良 

平成 25 年 11 月に中国で開催
された第 10 回 IRDR 科学委員
会に副議長および国内分科会
の特任連携会員として出席
し、日本国内での活動報告を
行った。 

世界水ﾊﾟｰﾄﾅｰｼ
ｯﾌﾟ（GWP） 

GWP 運営委員会 
:副議長 

水災害研究ｸﾞﾙ
ｰﾌﾟ 
国際水防災研
究監 

廣木 謙三 

平成 25 年 8 月にｽｳｪｰﾃﾞﾝで開
催された諮問委員会に出席
し、基調講演を行うとともに
今後の運営方針について審議
を行った。また、11 月にｾﾈｶﾞ
ﾙで開催された執行委員会で
は、副議長として会議のとり
まとめを行った。 

台風委員会 
（ESCAP/WMO） 

水文部会 
:議長 

水災害研究ｸﾞﾙ
ｰﾌﾟ 
上席研究員 

加本 実 

平成 25 年 5 月および平成 26
年 2月にﾀｲ、10 月に韓国で開
催された委員会や会合に出席
し、水文部会議長として議事
の進行ととりまとめを行っ
た。また、12 月にﾏｶｵで開催
された合同ﾜｰｸｼｮｯﾌにおいて
も、議長として会議を主導し
参加国の報告をとりまとめ
た。 

 

4.国際会議等での成果公表 

土木研究所の研究成果を海外に普及させ、また、海外の技術者との情報交換等の交流促進

を図るため、海外で開催された国際地盤ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（IGS）、国際水理学会（IAHR）、国際地盤工

学会議（ISSMGE）、国際水田・水環境工学会（PAWEES）、米国地球物理連合秋季大会（AGUFM）、

ｱｼﾞｱ交通学会国際会議（EASTS）、ﾖｰﾛｯﾊﾟ地球科学連合大会（EGU）、米国橋と高速道路に関す

る地震工学会議（NSC）、世界ﾄﾝﾈﾙ会議（WTC）、水資源と環境研究に関する国際会議（ICWRER）、
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空港と高速道路の舗装会議、欧州物理探査学会（EAGE）、ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ地球科学学会(AOGS)、環

境の管理・工学・経済に関する国際会議（CEMEPE）と生態毒性・環境安全に関する国際会議

（SECOTOX）、RC 構造物のための繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸに関する国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（FRPRCS）、嫌気性消

化会議、道路と空港の舗装技術に関する国際会議（ICPT）、浅部物理探査ｱｼﾞｱ太平洋会議、国

際建設ﾛﾎﾞｯﾄｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（ISARC）、国際大ﾀﾞﾑ会議（ICOLD）、国際生態学会（INTECOL）、国際地

形学会（IAG）、国際津波ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（ITS）、国際雪科学ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ、日中冬期道路交通ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ、

生態系ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞに関する国際会議（MGC）、国際ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、構造用 FRP に関するｱｼﾞｱ･

太平洋会議、米国交通運輸研究会議（TRB）、ｱﾒﾘｶﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ学会（ASPRS）など各種国際会議

に多数の研究者を派遣して研究発表を行った。また、国内で開催された ITS（高度道路交通

ｼｽﾃﾑ）国際会議、水と環境技術会議（WET）、持続可能な建設材料技術に関する国際会議（SCMT）、

岩盤応力に関する国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、河川の土砂に関する国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（ISRS）、砂防学会国際ｼ

ﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、東ｱｼﾞｱ環境問題国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（EAEP）、物理探査学会国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、東ｱｼﾞｱ太平洋

地域国際会議等においても積極的な情報発信を行ったほか、海外発行の雑誌へも多数論文投

稿している。 

 

5.土木技術の国際基準化への取組み 

国土交通省の「土木・建築における国際標準対応省内委員会」の下に設置された国際標準

専門家ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟのﾒﾝﾊﾞｰとして、国内調整・対応案の検討、国内および国際的な審議への

参画等の活動を行っている。ISO に関しては、表-1.4.6 に示す国内対応委員会等において、

我が国の技術的蓄積を国際標準に反映するための対応、国際標準の策定動向を考慮した国内

の技術基準類の整備・改定等について検討した。 

TC（技術委員会：以下 TC）35/SC（分科委員会：以下 SC）14 においては、ISO12944 ｼﾘｰｽﾞ

（防食塗料系による鋼構造物の防食）の改定が正式に決定されるとともに、国内でも新たに

委員会を設置して対応を検討している。TC71 においては、ｺﾝｸﾘｰﾄ分野の基準策定や改定に係

わる作業を継続している。TC113/SC1 においては、土木研究所が開発した非接触型流速計を

紹介するとともに、同技術の基準化に向けた技術報告書の執筆を進めている。TC127 におい

ては、我が国が主導して策定した ISO15143s（施工現場での情報交換）に準拠する国内基準

の作成に向けて作業を継続している。また、TC275 及び TC282 が新規に設立され、TC275 にお

いては、処理ﾌﾟﾛｾｽ別にいくつかの WG が設置されるとともに、ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ参加に留まる TC282

においては、3つの SCを設置する方針が決定された。 

また、土木研究所が国際的に通用する質の高い研究開発を行い、技術基準等の策定に携わ

って行くため、国際標準化の専門委員会等に関係する研究ﾁｰﾑ等の研究者が一堂に会し、分野

横断的に情報交換、意見交換等を行う「国際標準・規格研究会」を平成 26 年 2 月 26 日に開

催した。会議には関係者 11 名が参加し、技術推進本部から国際標準・規格に係わる最新の動

向に関する調査概要について紹介するとともに、各研究者からは関係する専門委員会等の活

動状況等について情報提供があり、それらの情報に基づき、土木研究所の果たすべき役割や

必要な体制等、今後の活動にあたっての課題について意見交換を行った。今後も、この研究

会において引き続き、今回整理した課題等の解決に向けて検討して行くこととしている。 
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表-1.4.6 国際標準の策定に関する活動 

委員会名等 ｺｰﾄﾞ 担当 

ISO 対応特別委員会 － 技術推進本部、基礎材料 

ﾍﾟｲﾝﾄ及びﾜﾆｽ ISO/TC35 新材料 

ｺﾝｸﾘｰﾄ、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ及びﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ ISO/TC71 基礎材料 

ｾﾒﾝﾄ及び石灰 ISO/TC74 基礎材料 

開水路における流量測定 ISO/TC113 ICHARM、水理 

土工機械 ISO/TC127 先端技術 

水質 ISO/TC174 水質 

昇降式作業台 ISO/TC214 先端技術 

ｼﾞｵｼﾝｾﾃｨｸｽ ISO/TC221 材料資源研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

汚泥の回収、再生利用、処理および廃棄 ISO/TC275 ﾘｻｲｸﾙ 

水の再利用 ISO/TC282 水質 
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コラム 世界道路協会（PIARC）TC2.4 冬期ｻｰﾋﾞｽ技術委員会委員として活動 

雪氷ﾁｰﾑの松澤上席研究員は世界道路協会

（PIARC）TC2.4 冬期ｻｰﾋﾞｽ技術委員会委員と

して、以下の活動を行いました。なお、PIARC

には、140を超える国・地域が加盟しており、

日本の第一代表は国土交通省道路局長が務

めています。PIARC には約 20 の技術委員会

があり、TC2.4 冬期ｻｰﾋﾞｽ技術委員会もその

一つで、松澤上席研究員は、日本を代表して

参加しています。 

(1)冬期ｻｰﾋﾞｽ委員会への出席 

第 3 回委員会（平成 25 年 6 月にﾁﾘ共和国

ｻﾝﾁｬｺﾞ市で開催）、第 4回委員会（平成 25 年

10 月ﾄﾞｲﾂ・ｶﾞﾙﾐｯｼｭ･ﾊﾟﾙﾃﾝｷﾙﾋｭﾝ市で開催）、

および第 5 回委員会（平成 26 年 2 月にｱﾝﾄﾞ

ﾗ･ﾗﾍﾞﾘｬ市で開催）に出席し、以下の議論を

行いました(写真-1、2)。 

 第 14 回国際冬期道路会議のﾌﾞｽﾄﾗｸﾄや本

論文の審査、および、ｾｯｼｮﾝの割り振り 

 会議のｽｹｼﾞｭｰﾙ（ｾｯｼｮﾝ・ﾃｸﾆｶﾙﾋﾞｼﾞｯﾄなど） 

 PIARC の 2012/2015 戦略計画 

 用語辞典や、雪氷ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸの策定 

 分野別 WGのﾐｰﾃｨﾝｸﾞ＆とりまとめ 

 PIARC 国際ｾﾐﾅｰ開催について 

 国際冬期道路会議のﾃｸﾆｶﾙｾｯｼｮﾝの進行と大会の総括など 

(2) ｾﾐﾅｰでの講演 

平成 25年 6 月にﾁﾘ･ｻﾝﾁｬｺﾞ市で開催された「International Seminar on Winter Operation 

at High Altitude and Extreme Zones（積雪寒冷及び山間部における冬期道路管理に関する

国際ｾﾐﾅｰ）」で「Snowdrift control method and technology」について発表しました。 

(3) 第 14 回国際冬期道路会議ｱﾝﾄﾞﾗ大会の論文査読 

平成 26 年 2 月にｱﾝﾄﾞﾗで開催された第 14 回国際冬期道路会議の論文査読ﾎﾞｰﾄﾞに参加し、

応募論文の査読を行いました。 

(4) 第 14 回国際冬期道路会議ｱﾝﾄﾞﾗ大会の座長・副座長 

平成 26 年 2 月にｱﾝﾄﾞﾗで開催された第 14 回国際冬期道路会議において、2 つのｾｯｼｮﾝで進

行を務めました。 

 

 

写真-1 TC2.4 委員会(ﾁﾘ) 

 

写真-2 TC2.4 委員会（ｱﾝﾄﾞﾗ） 
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■ 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

他機関からの要請による海外派遣や国際機関のﾒﾝﾊﾞｰとしての活動を多数行っている。特

に（独）国際協力機構（JICA）からの依頼による短期調査団員・短期専門家派遣は、前中

期目標期間中の平均件数 6.8 件／年に対して、24 年度は 20 件、25 年度は 16 件と増加して

いる。 

また、世界各国からの研修生の受け入れや国際的機関での活動、国際会議等での研究成

果発表など日本の技術を国際標準に反映するための活動も引き続き推進している。 

26 年度以降も引き続き、他機関からの要請による海外に向けての技術支援や国際会議で

の研究成果発表等を行うことにより、中期目標は達成できると考えている。 
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